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雇用統計（2024年2月）
移民・女性の労働参加、パートタイム雇用増で賃金上昇圧力は緩和米国
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出所：米国労働省より三菱総合研究所作成
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今回の結果
 2月の非農業部門雇用者数は前月差+27.5万人（前月同+22.9万人）と

伸びが拡大した。産業別では、人手不足が続く教育・医療（同+9万人）や
娯楽・宿泊（同+6万人）、建設（同＋2万人）が堅調だった（図表1）。

 失業率は3.9%と前月（3.7％）から上昇、労働参加率は62.5％と前月から
横ばいだった。平均時給上昇率は前年比+4.3％（前月同+4.4％）と伸びは
鈍化、前月比でも+0.1％と19年平均（同+0.2％）を下回った（図表2）。

基調判断と今後の流れ
 雇用者数の伸びは好調の目安となる20万人を超え、堅調に推移している。一

方で、インフレ圧力である賃金上昇率は緩やかに鈍化しつつある。雇用の堅調
な伸びと賃金上昇率の鈍化が両立している要因は2つある。

 第一に、労働供給の改善だ。直近の労働供給は19年水準を400万人程上回
る。内訳をみると、米国人（図表3■）が減少している一方、移民（同■）
が急増、供給を支えている。結果、労働需給の逼迫度を示すV/U比率（求人
/失業）は1月時点で1.4倍と、19年平均水準（1.2倍）へ低下を続けている。

 第二に、雇用の中身の変化だ。直近の堅調な雇用の伸びは、相対的に賃金
水準の低いパートタイム雇用の増加による側面が強く（図表3）、マクロで見た
ときの賃金上昇率を抑制している。パートタイム増加の背景には、金融引き締め
による労働需要の軟化のほか、移民や女性の労働参加がある。性別に25-54
歳の労働参加率をみると、女性の労働参加率はコロナ危機前を上回る（図表
4）。在宅勤務の進展で家庭と仕事の両立が容易となり、参加が進んだとみる。

 先行き、雇用は金融引き締めの影響で伸びは鈍化すると予想する。ただし、教
育・医療産業を中心に人手不足は根強く、緩やかな鈍化ペースにとどまるだろう。

 加えて、労働供給増には不確実性が残る。11月に大統領選を控える中、国民
の移民急増への不満は高まっており、移民抑制策が講じられる可能性がある。
FRBは更なるインフレ圧力の緩和を確認し、24年央以降利下げに転じるだろう。

注：点線は19年平均水準。
出所：米国労働省より三菱総合研究所作成

注：雇用者数は、図表1とは異なり、 農業部門含む雇用者
数で3か月移動値。移民はMRIの季節調整値。
出所：米国労働省、Macrobondより三菱総合研究所作成

出所：米国労働省より三菱総合研究所作成
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